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ま  え  が  き  

 

 

 本 資 料 は 、 地 方 財 政 の 状 況 を 把 握 す る た め 、

総 務 省 が 地 方 自 治 法 第 ２ ５ ２ 条 の １ ７ の ５ 第 ２

項 の 規 定 に 基 づ き 地 方 公 共 団 体 を 対 象 に 実 施 し

て い る 「 地 方 財 政 状 況 調 査 」 の う ち 、 令 和 ４ 年

度 の 特 別 区 関 係 の 決 算 状 況 に つ い て そ の 結 果 を

ま と め た も の で あ る 。  



 



こ の 資 料 の 見 方 

 

○ 調 査 団 体 

１ 23特別区 

２ 特別区人事・厚生事務組合、特別区競馬組合、臨海部広域斎場組合、 

東京二十三区清掃一部事務組合、東京都後期高齢者医療広域連合 

    

○ 調 査 期 日 

令和５年５月31日現在 

（ただし、法適用の公営事業会計においては令和５年３月31日現在） 

 

○ 会 計 区 分 

特別区の会計には、一般会計のほかに多くの特別会計があり、これらの会計は各区とも

同一の基準で区分されていないので、この資料における会計の区分は、次のとおりとす

る。 

１ 普 通 会 計 

普通会計とは、公営事業会計以外の会計を総合して一つの会計としてまとめたものを

いう。したがって、一般会計の中で、公営事業会計に係る全部又は一部の収支（新たに

建設中のものを含む。）を経理している場合においては、これに係る一切の収支（従来

は、公営事業会計として特別会計を設置していたが、現在はこれを廃止し、一般会計に

おいて精算金、公債費等を経理している場合も含む。）は普通会計から分別して、公営

事業会計中の該当会計において経理されたものとして取り扱う。 

２ 公 営 事 業 会 計 

ア 国民健康保険事業会計 

イ 後期高齢者医療事業会計 

ウ 介 護 保 険 事 業 会 計 



エ 収 益 事 業 会 計 

オ 公 営 企 業 会 計 

 

○ 記 載 要 領 

総務省自治財政局財務調査課発行の「令和４年度地方財政状況調査表作成要領（市町村

及び一部事務組合）」及び総務省自治財政局公営企業課・公営企業経営室・準公営企業室

発行の「令和４年度地方公営企業決算状況調査表作成要領」による。 

 

○ 注 意 

１ 本資料中、特別区の「標準財政規模」「財政力指数」「実質収支比率」「実質公債費

比率」については、都区財政調整制度における基準財政収入額及び基準財政需要額を用

いて仮に算出したものであり、市町村において用いる同指標とは内容的に異なっている。 

２ 各表の数値は、千円単位の決算数値をもとに算出したものであり、総額、増減額、増

減率、構成比等において一致しない場合がある。特に合致を必要と認めたものについて

のみ端数処理の際、調整を行った。（％は、小数点以下第２位を四捨五入） 

３ 各表の表題にある    内の数字は、地方財政状況調査表及び地方公営企業決算状

況調査表の番号である。 

 ４ 本資料中、「政令指定都市」とは、地方自治法第252条の19第１項の指定を受けた人

口50万以上の市をいう。また、「全国都市」とは、政令指定都市、中核市※１及び施行時

特例市※２以外の市をいう。 

※１ 「中核市」とは、地方自治法252条の22第１項の指定を受けた市をいう。 

※２ 「施行時特例市」とは、地方自治法の一部を改正する法律（平成26年法律第42号。

以下「平成26年改正法」という。）による特例市制度の廃止（平成27年４月１日

施行）の際、平成27年４月１日の時点において特例市（平成26年改正法による改

正前の地方自治法第252条の26の３第１項の指定を受けた市）である市をいう。 

 



 ５ 表内の記号は次によった。 

  ―  会計未設置等の項目及び計算不能 

  ０  未計上項目及び単位未満 

  △  負数 
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